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3−1　自助・共助・公助の重要性

災害の被害を最小限に抑える為には、自助・共助・公助の連携が大切だと言われています。日頃から

協力し合うことで、災害時に助け合えるようにしましょう。

区 民 の 責 務　　自助、共助
◦�常に自らも防災のために備える。

◦�地域の連携意識のもとに、自主的な地域防災

ができるよう相互に協力する。

事業者の責務　　自助、共助
◦�施設の適切な管理を行い、従業員や近隣住民

の安全を確保する。

◦�防災のためのまちづくりに協力するよう努

める。

区 長 の 責 務　　　公　助 　
◦�墨田区の特性に応じた防災施策を積極的に推

進する。

◦�関係機関と協力して防災施策を推進する。

防災
減災

自助
自分自身や家族
の身を自分たち
で守ること

共助
地域や近隣住民で
助け合って命や地
域を守ること

公助
区や防災関係機
関などが救助や
救援を行うこと

地域の取組みを
知ろう3

ひとりひとりが出来ること

区長 区民 事業者

災害には、みんなで
協力して立ち向かおう！
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3−2　自主防災組織

自主防災組織とは、区民自らが防災のための備えをするとともに、地域の連帯意識のもとに、自主的

な地域防災ができるよう相互に協力し、防災のためのまちづくりをする組織です。

住民防災組織
町会・自治会を母体として、防災訓

練の実施、防災意識の普及啓発等の防

災を担う組織で、令和6年4月1日現在計

171組織が結成されています。

区民消火隊
町会・自治会の防火部として、震災

時における火災発生時に初期消火、避

難安全確保等を役割とする組織で、令

和6年4月1日現在計51隊が組織されて

います。

要配慮者サポート隊
町会・自治会の地域ぐるみの連携に

より要配慮者の安全を確保するため、平

常時には個別支援プランの作成を、災

害時には避難支援、避難生活支援等を

行う組織で、令和6年4月1日現在計149

隊が組織されています。

防災リーダー集団！
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地域防災活動拠点会議
大規模な災害に備えて、町会・自治会の住民防災組

織等が避難所となる小中学校を拠点に学区域単位等で

集まり、防災活動を行う組織です。

町会・自治会、学校、PTAなどで構成され、日頃か

ら会議や訓練を通じて意思疎通を図っています。令和6

年4月1日現在計38拠点で組織されています。

中学生自主防災組織
将来の地域防災リーダーの担い手となる中学校を対象として、若年層の防災意識の高揚、防災行動力

の向上等を図り、防災教育も兼ねて中学校単位で活動している組織で、令和6年4月1日現在計7校で組

織されています。

・文花中ジュニアレスキュー（平成20年結成）

・竪中レスキュー（平成22年結成）

・錦糸中自主防衛隊（平成22年結成）

・桜堤中火消し隊（平成25年結成）

・吾嬬立花中レンジャー隊（平成26年結成）

・吾嬬第二中学校　ボランティア防災部（平成30年結成）

・両国JSB（令和2年結成）

消防団コラム４

その他にも墨田区では「すみだのまちは、自分たちで守る！」を合言葉に本所及び

向島の2つの消防団が活動しており、火災などの災害が発生した時の消火活動や平常

時における災害活動訓練など、1年を通して様々な活

動を行っています。消防団員は地域防災の要として、

区内に居住または勤務している会社員、自営業、学生

等の様々な方が活躍しています。
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3−3　区の取組み

墨田区防災の日
毎月1日（1月は17日）を「墨田区防災

の日」と定め、身の回りの点検を行い、防

災意識の高揚に努める日としています。

物資
食料品（アルファ米、ライスクッキーな

ど）や飲料水のほか、生活必需品、簡易ト

イレなどを避難所に備蓄しています。

消火器
区内各所に写真のような消火器を設置し

ています。いざという時にご活用ください。

墨田区
消火器の設置

起震車（地震体験車）
体験できる地震の揺れは関東大震災や東

日本大震災など、合計9種類あります。

最大震度7まで体験できますので、ぜひご

利用ください。

墨田区
起震車、利用申込

防災講話等
防災訓練、防災教育等のあらゆる機会

で職員を派遣しての防災講話のほか、動

画配信やSNSによる防災意識の普及を

行っています。

安全安心の一助
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職員災害対応訓練
地震や風水害に対応した墨田区役所職

員向けの訓練を毎年実施しています。災

害時には、防災課の職員のみならず、様々

な部署の職員が協力して対応します。

総合防災訓練
地域に大地震が発生したことを想定

し、区及び防災関係機関が住民と一体に

なって相互の協力体制を緊密にすること

を目的に年に1回実施しています。

防災動画コラム５

防災課では地震や風水害に関して、日頃の備えや避難方法を解説した講話動画や避

難所にある資器材の取り扱いを説明した動画を作成し、区のホームページや公式

YouTubeに公開しています。日頃の防災訓練での活用やいざというときのために、ぜ

ひご活用（視聴）ください。

墨田区防災士ネットワーク協議会コラム６

墨田区では防災施策の担い手を確保するために、防災

士の資格を有する住民で構成する墨田区防災士ネット

ワーク協議会を設置しています。平常時には防災に関す

る研究及び研修、地域防災活動への協力等、災害時には

人命救助及び応急救護活動の実施、要配慮者の安否確認

及び避難誘導等を行い、災害対応力を強化しています。

墨田区
防災講話動画

墨田区
資器材取扱動画

被災地視察
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3−4　区の制度

木造住宅耐震改修促進助成

平成12年5月31日以前に着工された木造住宅の所有者等が耐震診断、耐震改修工事、除却、耐震装置

設置に要する経費の一部を助成します。

　 問合せ先 　不燃・耐震促進課　03−5608−6269

■助成事業一覧	 （令和6年6月1日現在）
助成事業 助成限度額

耐震診断助成 15万円
耐震改修工事助成 最大190万円
除却助成 50万円
耐震装置設置助成 最大 50万円

■耐震改修工事の例

▼屋根材の軽量化により耐震性が向上

非木造建築物耐震診断助成

昭和56年5月31日以前に着工された非木造建築物の所有者等が耐震診断を実施する場合に要する経

費の一部を助成します。

　 問合せ先 　不燃・耐震促進課　03−5608−6269

分譲マンション（耐震化促進助成）

昭和56年5月31日以前に着工された分譲マンションの所有者等が、耐震診断・補強設計・耐震改修工

事に要する経費の一部を助成します。

　 問合せ先 　不燃・耐震促進課　03−5608−6269

▶�たすき掛けの筋
交いで壁と柱を
補強

たいしんくん

屋根が重いと倒壊しやすくなるよ！

改修前 改修後 改修後

こんな助成もしてます！

耐震改修事業
助成金一覧

耐震診断
助成事業

分譲マンション
耐震化促進事業
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不燃化助成

不燃建築物の建築に対して助成制度があります。

　 問合せ先 　不燃・耐震促進課　03−5608−6268

家具転倒防止器具等の取付け
　 対 象 者 　�区内在住で、次のいずれかに該当する方	

①未就学児のいるひとり親世帯の方	

②満65歳以上の方	

③身体障害者手帳1～2級・愛の手帳1～3度の方

　 支援内容 　�家具転倒防止器具の取付け　　　　上限金額：14,500円	

ガラス飛散防止フィルムの取付け　上限金額：17,500円

　 問合せ先 　�①防災課　　　　防災係　　　　03−5608−6206	

②高齢者福祉課　支援係　　　　03−5608−6168	

③障害者福祉課　障害者給付係　03−5608−6163

区の防災対策～災害時の協力協定～コラム７

「災害時における資機材の優先供給及び避難所の衛生・清掃サービス等に関する協力協定」
災害時の避難所において、要配慮者の方への対応や避難生活が長期化した際の対応

など、多様なニーズに対応できるよう避難所を整備する必要があ
ります。特に要配慮者を対象とした福祉避難所の運営においては、
より高いレベルでの衛生環境の確保が求められます。
区では、令和6年3月11日に、避難所のニーズに沿った資機材及

び衛生清掃サービスの提供を確保するため、「株式会社ダスキン」
と協定を締結しました。また、協定締結と同時に福祉避難所の開
設を想定した訓練を行い、協定の効果的な活用に向け連携を強め
ました。

「災害時における民泊施設提供の協力に関する協定」
区では、令和5年11月15日に、災害時において使用可能な民泊施設の情報を提供し

ていただき、災害時における避難場所や水害時における垂直避難先として活用できる
よう「Airbnb Japan株式会社」と協定を締結しました。避難者の中には高齢者や障
害者、乳幼児、妊産婦等の避難場所での生活に特段の配慮が必要
な方々がいますが、この協定によって、自宅での生活に近い環境
で生活できるという点で、避難者の安心感にもつながると考えて
います。

墨田区
家具転倒防止器具等の
取付け支援制度

墨田区
重点不燃化推進事業


